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2026 年 6 月 30 日 
 各 位 

会  社  名 ログリー株式会社 
代表者名 代表取締役社長 吉永 浩和 

（コード番号：6579 東証グロース） 
問合せ先 代表取締役社長 吉永 浩和 

（TEL．03－6277－5617） 
 

 
 

(訂正・数値データ訂正) 
「2026 年 3 月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 
2026 年５月 15 日に公表しました「2026 年 3 月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の記載内容に

一部訂正がございますので、下記のとおりお知らせいたします。なお、訂正部分に下線を付しており

ます。また、数値データにも訂正がありましたので訂正後の数値データも送信いたします。 
 

記 
 
１．訂正理由 

 「2026 年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」発表後に、当社が 2026 年 ６月 30 日に吸収合併を予定していた

連結子会社であるmoto 株式会社から、2026年3月に配当金110百万円を受領し営業外収益に計上しておりましたが、

受取配当金の一部を取り消し、当社が保有しております同社株式簿価を減額する必要があることが判明いたしました。 
これに伴い、「2026 年 3 月期決算短信〔日本基準〕（連結）」を訂正することといたしました。 

 
２． 訂正箇所（下線部が訂正箇所となります） 
（添付資料 4 ページ） 
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【サマリー情報 1 ページ目】 
【訂正前】 
有価証券報告書提出予定日   2026 年６月 25 日 

 
【訂正後】 
有価証券報告書提出予定日   2026 年６月 30 日 

 
【サマリー情報２ページ目】 
（参考）個別業績の概要 
１．2026 年３月期の個別業績（2025 年４月１日～2026 年３月 31 日） 
（１）個別経営成績 
 
【訂正前】 

（％表示は対前期増減率）

 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2026 年３月期 1,352 △14.5 △65 － 38 － 25 － 

2025 年３月期 1,582 △21.5 △161 － △164 － △186 － 

 
 
 
【訂正後】 

（％表示は対前期増減率）
 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2026 年３月期 1,354 △14.4 △65 － △31 － △44 － 

2025 年３月期 1,582 △21.5 △161 － △164 － △186 － 

 
 
【訂正前】 

 １株当たり当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

2026 年３月期 6.80 6.80 

2025 年３月期 △48.97 － 

（注）2025 年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載し

ておりません。 

 

【訂正後】 

 １株当たり当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

2026 年３月期 △11.82 － 

2025 年３月期 △48.97 － 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

 

 

【訂正前】 
（２）個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2026 年３月期 990 494 46.9 129.997 

2025 年３月期 1,087 466 42.1 120.37  
（参考）自己資本 2026 年３月期 494百万円  2025 年３月期 457百万円 
 
【訂正後】 
（２）個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2026 年３月期 919 423 46.0 111.37 

2025 年３月期 1,087 466 42.1 120.37  
（参考）自己資本 2026 年３月期 423百万円  2025 年３月期 457百万円 
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【訂正前】 
【関連情報】 
前連結会計年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 

 
３．主要な顧客ごとの情報 
外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の 10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略しており

ます。 

 
 
【訂正後】 

【関連情報】 
前連結会計年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 

 
３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

ユーソナー株式会社 183,797 ネイティブ広告プラットフォーム事業 

株式会社 TSP 223,069 ネイティブ広告プラットフォーム事業 

 
 
【訂正前】 

【関連情報】 
当連結会計年度（自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31日） 

 
３．主要な顧客ごとの情報 
外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の 10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略してお

ります。 
 
 
【訂正後】 

【関連情報】 
当連結会計年度（自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31日） 

 
３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

ユーソナー株式会社 184,865 ネイティブ広告プラットフォーム事業 
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【訂正前】 
２．１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

 
前連結会計年度 

（自 2024 年４月１日 
至 2025 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 2025 年４月１日 
至 2026 年３月 31 日） 

１株当たり当期純損失金額（△）   

親会社株主に帰属する当期純損失（△）（千円） △189,375 △73,484 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失

（△）（千円） 
△189,375 △73,484 

普通株式の期中平均株式数（株） 3,803,000 3,803,000 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － － 

（うち新株予約権（株）） － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

新株予約権４種類 
新株予約権の数 1,621 個 

新株予約権３種類 
新株予約権の数 153 個 

 
【訂正後】 
２．１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 2024 年４月１日 
至 2025 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 2025 年４月１日 
至 2026 年３月 31 日） 

１株当たり当期純損失金額（△）   

親会社株主に帰属する当期純損失（△）（千円） △189,375 △73,484 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失

（△）（千円） 
△189,375 △73,484 

普通株式の期中平均株式数（株） 3,803,000 3,803,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

新株予約権４種類 
新株予約権の数 1,621 個 

新株予約権３種類 
新株予約権の数 153 個 
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【訂正前】 
（重要な後発事象） 
(連結子会社の吸収合併) 
 当社は、2026 年５月 15 日開催の取締役会において、当社の完全子会社である moto 株式会社を吸収合併することを決議

しました。 
１．取引の概要 
（１）被結合企業の名称及び事業の内容 
 被結合企業の名称：moto 株式会社 
 事業の内容：求人広告代理店事業 
（２）企業結合日 
 2026 年６月 30 日（予定） 
（３）企業結合の法的形式 
 当社を存続会社、moto 株式会社を消滅会社とする吸収合併 
（４）結合後企業の名称 
 ログリー株式会社 
（５）企業結合の目的 
 当社グループの経営資源の集中及び経営の効率化を図ることを目的とします。 
 

２．実施する会計処理の概要 
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 2019 年１月 16 日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 2019 年１月 16 日）に基づき、共通支配下の取引として処理する予

定であります。 
 
 
【訂正後】 
（重要な後発事象） 
(連結子会社の吸収合併) 
 当社は、2026 年５月 15 日開催の取締役会において、当社の完全子会社である moto 株式会社を吸収合併（以下「本合併」

といいます。）することを決議しましたが、2026 年 6 月 29 日の取締役会において、本合併を中止することを決議いたしま

した。 


